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令和７年４月改定 



 平 成 １ ５ 年 ７ 月 に 次 世 代 育 成 支 援 対 策 推 進 法 （ 平 成 １ ５ 年

法 律 第 １ ２ ０ 号 ） が 成 立 し 、 国 、 地 方 公 共 団 体 お よ び 事 業 主

等 さ ま ざ ま な 主 体 が こ の 問 題 に 取 り 組 ん で い く こ と と さ れ ま

した 。  

 そ の 中 で 同 法 で は 本 市 を 含 む 地 方 公 共 団 体 を 特 定 事 業 主 と

し て 定 め 、 職 員 の 子 育 て の た め の 計 画 で あ る 特 定 事 業 主 行 動

計画 を策 定 する よう に義 務 付け られ まし た 。  

 こ れ を 受 け て 本 市 で は 、 平 成 １ ７ 年 ３ 月 に 四 日 市 市 特 定 事

業主 行動 計 画を 策定 し、「 職 員が 仕事 と子 育 ての 両立 を図 る こ

と が で き 、 職 員 の ニ ー ズ に 即 し た 次 世 代 育 成 支 援 対 策 を 計 画

的か つ着 実 に 推 進す る」 こ と を 目指 して い ます 。  

 ま た 、 次 世 代 育 成 支 援 対 策 の 取 組 を さ ら に 充 実 し て い く た

め 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 に 同 法 が 改 正 さ れ 、 そ れ を 受 け て 計 画 期 間

を １ ０ 年 間 延 長 さ れ ま し た 。 そ の 後 、 次 世 代 育 成 支 援 対 策 の

さ ら な る 推 進 お よ び 強 化 の た め 、 同 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律

が 令 和 ６ 年 ５ 月 に 可 決 成 立 し 、 令 和 １ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 有

効 期 限 が 延 長 さ れ る と と も に 、 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 特 定 事

業 主 行 動 計 画 に お い て 、 男 性 の 育 児 休 業 取 得 率 や 勤 務 時 間 に

関す る数 値 目標 を設 定す る こと が義 務付 け られ まし た。  
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四四日日市市市市特特定定事事業業主主行行動動計計画画  

 

【 総 論 】 

１．目的 

  平成１５年７月に成立した次世代育成支援対策推進法で示された行動計画策定

指針に掲げられた基本的視点を踏まえつつ、職員が仕事と子育ての両立を図るこ

とができるよう、職員のニーズに即した次世代育成支援対策を計画的かつ着実に

推進するため、本行動計画を策定し、公表する。 

 

２．計画期間 

  新たに令和７年４月１日から令和１７年３月３１日までの１０年間を計画期

間とし、令和７年度から令和１１年度を第５期、令和１２年度から令和１６年度

を第６期とする。 

 

３．計画の推進体制 

 （１） 次世代育成支援対策を効果的に推進するため、各部局における人事担当

者等を構成員とした行動計画策定・推進委員会を設置する。 

（２） 次世代育成支援対策に関する職員に対する研修・講習、情報提供等を実

施し、行動計画の内容を周知徹底する。 

 （３） 本計画の実行については、ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、目標を

達成するために策定した本計画（Ｐ）の取組（Ｄ）結果に対して、各年度

ごとに、その取組みが目標達成のために効果があったかの点検・評価を実

施（Ｃ）し、職員のニーズを踏まえて、その後の対策の実施や計画の見直
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し等を図る（Ａ）。 

 

【具体的な内容】 

 

Ⅰ 職員の職場環境に関するもの 

１．妊娠中及び出産後における配慮 

（１）母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度に 

   ついて周知徹底を図る。 

産前産後特別休暇 ： 産前６週（特に必要な場合は８週） 

産後８週 

妊娠障害特別休暇 ： 一妊娠期間 ９日 

子の授乳等の育児時間特別休暇 ：１日２回 ３０分以内 

妊婦健診（職免） ： 必要と認められる時間 

妊婦の休息又は補食： 必要と認められる期間 

通勤緩和（職免） ： １日につき１時間以内 

（２）出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図る。 

   出産費  ： ５０万円 （ただし、産科医療補償制度に 

加入していない医療機関等で出産した場合や、 

妊娠４か月（８５日）以上で在胎週数 

２２週未満の出産（流産、人工妊娠中絶を含む） 

の場合は、４８．８万円が支給される） 

   出産貸付 ： 出産費の範囲内（三共済） 

（３）妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行う。 
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（４）妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じて、時間外勤務に配慮する。 

 

２．男性の子育て目的の休暇等の取得の促進 

（１）男性の子育て目的の特別休暇等の周知徹底を図る。 

出産補助特別休暇 ： ２日 

育児参加特別休暇 ： ５日  

（２）男性が子育て目的の休暇等を取得できるように、必要に応じて職場の中で

の応援体制を作る。 

 

３．育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

（１）育児休業及び部分休業制度等の周知 

ア 育児休業等に関する制度の周知を図るとともに、特に男性職員の育児休

業等の取得促進について周知徹底を図る。 

育児休業 ： 子が３歳に達する日まで 

       ※配偶者の就業や育児休業の有無に関係なく取得可能 

  部分休業 ： 一日につき２時間以内 又は 

 １年につき１０日相当を超えない範囲内（R7.10～） 

  育児短時間勤務 ： 条例で定める勤務時間 

 

イ 育児休業等の申出があった場合、所属において業務分担を行う。 

 

（２）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

ア 育児休業中の職員に対して、業務に関する情報提供等を行うとともに、
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職場復帰に際して研修その他の必要な支援を行う。 

   イ 円滑な職務遂行を支援するため、所属の職員から専属のトレーナーを選

任し、庁内をあげた支援体制を行う。 

トレーナー制度 ： 休業中および復帰後３ヶ月間 

 

（３）育児休業等を取得した職員の代替要員の確保 

ア 部内の人員配置等によって、育児休業中の職員の業務を遂行することが

困難なときは、会計年度任用職員等の代替要員の確保を図る。 

 

以上のような取り組みを通じて、育児休業等の取得率を向上させる。 

 

４．時間外勤務の縮減 

（１）小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤

務の制限の制度の周知徹底を図る。 

     深夜勤務の制限  ： 午後１０時から午前５時まで 

     時間外勤務の制限 ： １月２４時間、１年１５０時間以内 

               ３歳未満の場合は特に制限 

※業務を処理するための措置が困難な場合を除く 

 

（２）一斉定時退庁日の実施 

ア 毎週水曜日、毎月第４金曜日のノー残業デーに館内放送及び庁内掲示板

等により、注意喚起を図る。 

   イ 水曜日のノー残業デーに安全衛生委員会による巡回指導により実施徹
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底を図る。 

 

 （３）業務の見直しによる効率化の推進 

各職員に業務ゼロベースで見直しを行い業務のスクラップアンドビル

ドの考え方の徹底を行い、効率的な事務遂行を図る。 

 

 （４）時間外勤務適正化の推進 

ア 時間外勤務の多い職場については、随時、人事課（人事担当課）が把握

し、上記取組の周知徹底を図る。 

イ 長時間の時間外労働を行った職員を対象として、産業医による面接保健

指導を実施する。 

   ウ 休日勤務については、可能な限り振替休の取得をすすめる。 

 

５．休暇の取得の促進 

（１）年次休暇等の取得の促進 

ア 各所属において、計画的な年次休暇・夏期特別休暇の取得促進を図る。 

   イ 安心して職員が年次休暇等の取得ができるように、業務の計画の周知及

び事務処理の相互応援ができる体制を整備する。 

   ウ 年次休暇等を利用したアニバーサリー休暇及びチャレンジ休暇の取得

促進を図る。 

   エ ゴールデンウィーク期間、夏期休暇期間または年末年始期間等に会議等

を自粛し連続休暇の取得や家庭、学校及び地域の行事の参加等のための

休暇取得の促進を図る。 
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以上のような取り組みを通じて、休暇の取得を推進する。 

 

（２）子の看護のための特別休暇の取得促進 

子の看護のための特別休暇を活用して、突発的な病気の際には１００％

取得できるよう、職場全体で支援するようにする。 

     子の看護のための特別休暇 ： ５日 

  ※対象の子が２人以上の場合は最大１０日 

 

Ⅱ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

１．子育てバリアフリー 

子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切、丁寧な応対等のソ

フト面でのバリアフリーの取り組みを推進する。 

 

２．子ども・子育てに関する地域貢献活動 

子育て活動の知識や特技等をもっている職員や地域の子育て活動に意欲 

のある職員は、行事や活動に積極的に参加するとともに、その職員に対して

地域活動への参加を支援する。 

   ボランティア休暇 ： ５日 

    

３．子どもと触れ合う機会の充実 

子どもと触れ合う機会を充実させるため、子どもと参加できるイベント等

の情報提供を行うとともに、参加を支援する。 
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目 標 ・ 達 成 年 度 

 令和１１年度 

 

男性 

女性 

 

 ８０．０％ 

１００．０％ 

時間外勤務 

（月平均） 

１４．２ 

年次休暇 

（年平均） 

１７．７ 

 



　　　次世代育成支援行動計画表

項目 担当 手段 具体的方法など

　業務分担の見直し、応援体制

　時間外勤務の配慮

　　　　（妊娠中職員の職場環境整備） 　人事課 　特別休暇制度等の周知徹底 　掲示板への掲示、資料の配布

　人事課 　特別休暇制度等の周知徹底 　掲示板への掲示、資料の配布

　各所属 　応援体制の整備 　業務分担表などの作成による支援体制確認

　人事課 　育児休業等制度の周知 　掲示板への掲示、資料の配布

　各所属 　育児休業取得者の円滑な職場復帰 　定期的連絡の実施、トレーナー制度の活用

　人事課 　任期付採用制度の活用 　代替職員の確保

　深夜勤務等の制限の制度の周知 　掲示板への掲示、資料の配布

　ノー残業デーの実施の徹底 　注意喚起、巡回指導

　各所属 　業務見直しによる効率化推進 　スクラップアンドビルドの考え方の徹底

　各所属
　人事担当部署

　時間外勤務適正化の推進
　所属長マネジメントの強化
　週休日振替の徹底、時差勤の活用

　年次有給休暇等取得の促進   業務計画の周知、相互応援体制の整備

　子の看護のための特別休暇の取得促進 　職場の支援体制の整備

　業務分担表などの作成による支援体制確認　各所属

　子ども出産時における父親の休暇取得促進
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　職員の勤務環境の整備に関するもの

　育児休業等を取得しやすい環境の整備等

　各所属　休暇の取得促進

　人事課

　時間外勤務等の縮減


